
報告第４号 

 

専決処分の承認を求めることについて 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙

のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を 

求める。 

平成２０年６月４日提出 

市川市長  千 葉  光 行 

 



専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、特

に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認

め、次のとおり専決処分する。 

 

市川市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（別紙） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

 

  地方税法等の一部を改正する法律等が平成２０年４月３０日から施行され

ることに伴い、国民健康保険税の課税事務についてもこれと同様の措置を講

ずる必要があるため、市川市国民健康保険税条例の一部を改正する条例につ

いて地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分を行うものであ

る。 

  平成２０年４月３０日 

 

市川市長  千 葉  光 行 



市川市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２０年４月３０日 

 

                               市川市長  千 葉 光 行 

 

 

市川市条例第２２号 

市川市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

市川市国民健康保険税条例（昭和３５年条例第２８号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第１項中「費用（」の次に「高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）の規定による後期高齢者支援金等（以下この条において

「後期高齢者支援金等」という。）及び」を、「）に充てるための国民健康保険

税の課税額をいう。以下同じ。）」の次に「及び後期高齢者支援金等課税額（国

民健康保険税のうち、後期高齢者支援金等の納付に要する費用に充てるための

国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。）」を加え、同条第２項中「５３万

円」を「４７万円」に改め、同条第３項中「並びに」を「及び」に改め、同項

を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 第１項の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額

及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が１２万円を超

える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、１２万円とする。 

第３条の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第１項中「に

規定する所得割額は」を「の所得割額は、」に、「第６条及び第１９条第１項に

おいて」を「以下」に、「１００分の８.７」を「１００分の７.３」に改める。 

第４条の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条中「被保険

者」を「、被保険者」に、「１８,０００円」を「１２,０００円」に改める。 

第５条を次のように改める。 



（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） 

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法（昭和３３年法律第  

１９２号）第６条第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者であ

って、当該資格を喪失した日の前日の属する月以後５年を経過するまで

の間に限り、同日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同

じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。）をいう。次号及び第２３条において同じ。）

以外の世帯 ２０,４００円 

(2) 特定世帯 １０,２００円 

第２５条を第２７条とする。 

第２４条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「前２項」に改

め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加え、同条を第２６

条とする。 

２ 市長は、国民健康保険税の納税義務者又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者が次の各号のいずれにも該当する者であるときは、当該納税義務

者に対し、その者の申請によって、当該納税義務者又は当該被保険者が国民

健康保険の被保険者の資格を取得した日（以下この項において「資格取得日」

という。）の属する月以後２年を経過する月までの間に限り、国民健康保険税

を減免することができる。 

(1) 資格取得日において、６５歳以上である者 

(2) 資格取得日の前日において、次のいずれかに該当する者（当該資格取得

日において、高齢者の医療の確保に関する法律の規定による被保険者と

なった者に限る。）の被扶養者であった者 

ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号）の規定による被保険者。た

だし、同法第３条第２項の規定による日雇特例被保険者を除く。 

イ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）の規定による被保険者 



ウ 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）又は地方公務

員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）に基づく共済組合の組

合員 

エ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）の規定による

私立学校教職員共済制度の加入者 

オ 健康保険法第１２６条の規定により日雇特例被保険者手帳の交付を

受け、その手帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至

るまでの間にある者。ただし、同法第３条第２項ただし書の規定によ

る承認を受けて同項の規定による日雇特例被保険者とならない期間内

にある者及び同法第１２６条第３項の規定により当該日雇特例被保険

者手帳を返納した者を除く。 

第２３条ただし書中「第１９条第１項」を「第２１条第１項」に改め、同条

を第２５条とする。 

第２２条を第２４条とする。 

第２１条中「５３万円を超える場合には、５３万円）並びに同条第３項本文

の介護納付金課税額からウ」を「４７万円を超える場合には、４７万円）、同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１２万円を超える場合には、１２万円）並びに同条第

４項本文の介護納付金課税額からエ」に改め、同条第１号ア中「係る」の次に

「基礎課税額の」を加え、「１０,８００円」を「７,２００円」に改め、同号イ

を次のように改める。 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯以外の世帯 １２,２４０円 

(ｲ) 特定世帯 ６,１２０円 

第２１条第１号ウ中「係る」の次に「介護納付金課税額の」を加え、同号ウ

を同号エとし、同号イの次に次のように加える。 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険



者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について３,６００円 

第２１条第２号中「納税義務者を除く。）」の次に「及び特定同一世帯所属者

（当該納税義務者を除く。）」を加え、同号ア中「係る」の次に「基礎課税額の」

を加え、「７,２００円」を「４,８００円」に改め、同号イを次のように改める。 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯以外の世帯 ８,１６０円 

(ｲ) 特定世帯 ４,０８０円 

第２１条第２号ウ中「係る」の次に「介護納付金課税額の」を加え、同号ウ

を同号エとし、同号イの次に次のように加え、同条を第２３条とする。 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について２,４００円 

第２０条を第２２条とし、第１９条を第２１条とする。 

第１８条第１項中「第１０条第１項又は第３項」を「第１２条第１項又は第

３項」に改め、同条を第２０条とする。 

第１７条第１号中「第１２条第２項」を「第１４条第２項」に改め、同条を

第１９条とする。 

第１６条を第１８条とし、第１５条を第１７条とする。 

第１４条中「第１７条」を「第１９条」に改め、同条を第１６条とする。 

第１３条を第１５条とし、第１２条を第１４条とする。 

第１１条第１項中「第２１条」を「第２３条」に、「行なわれた場合には」を

「行われた場合には、」に、「本条」を「この条」に改め、同条第２項中「（昭和

３３年法律第１９２号）第６条第１号から第５号まで」を「第６条第１号から

第８号まで」に改め、同条第４項及び第６項中「第６条第１号から第５号まで」



を「第６条第１号から第８号まで」に改め、同条を第１３条とする。 

第１０条に次の１項を加え、同条を第１２条とする。 

４ 納期ごとの分割金額に１００円未満の端数があるとき又はその分割金額の

全額が１００円未満であるときは、その端数金額又はその全額は、すべて当

該年度の最初の納期に係る分割金額に合算するものとする。 

第９条中「第１２条、第１６条及び第１７条」を「第１４条、第１８条及び

第１９条」に改め、同条を第１１条とする。 

第８条を第１０条とする。 

第７条の見出し中「係る」の次に「介護納付金課税額の」を加え、同条中「第

２条第３項」を「第２条第４項」に改め、同条を第９条とする。 

第６条の見出し中「係る」の次に「介護納付金課税額の」を加え、同条中「第

２条第３項」を「第２条第４項」に改め、同条を第８条とする。 

第５条の次に次の２条を加える。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る

基礎控除後の総所得金額等に１００分の１.４を乗じて算定する。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額） 

第７条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について６,０００

円とする。 

附則第５項中「被保険者」の次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、

「（次項から附則第９項までにおいて「公的年金等所得」という。）」及び「。次

項から附則第９項までにおいて「特定公的年金等控除額」という」を削り、「第

２１条」を「第２３条」に改める。 

附則第６項から第９項までを削る。 

附則第１０項中「被保険者」の次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、

「及び第２１条」を「、第６条、第８条及び第２３条」に、「、第２１条」を    

「、第２３条」に改め、同項を附則第６項とする。 



附則第１１項中「被保険者」の次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、

同項を附則第７項とする。 

附則第１２項中「被保険者」の次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、

「及び第２１条」を「、第６条、第８条及び第２３条」に、「、第２１条」を    

「、第２３条」に改め、同項を附則第８項とする。 

附則第１３項中「被保険者」の次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、

「附則第３５条の２の６第７項」を「附則第３５条の２の６第１５項」に改め、

同項を附則第９項とする。 

附則第１４項中「被保険者」の次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、

「附則第３５条の３第１３項」を「附則第３５条の３第１１項」に、「附則第  

１２項」を「附則第８項」に改め、同項を附則第１０項とする。 

附則第１５項中「被保険者」の次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、

「及び第２１条」を「、第６条、第８条及び第２３条」に、「、第２１条」を    

「、第２３条」に改め、同項を附則第１１項とする。 

附則第１６項中「被保険者」の次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、

同項を附則第１２項とする。 

附則第１７項中「被保険者」の次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、

「及び第２１条」を「、第６条、第８条及び第２３条」に、「、第２１条」を    

「、第２３条」に改め、同項を附則第１３項とする。 

附則第１８項中「被保険者」の次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、

「及び第２１条」を「、第６条、第８条及び第２３条」に、「、第２１条」を    

「、第２３条」に改め、同項を附則第１４項とする。 

附則第１９項中「被保険者」の次に「若しくは特定同一世帯所属者」を加え、

「及び第２１条」を「、第６条、第８条及び第２３条」に、「、第２１条」を    

「、第２３条」に改め、同項を附則第１５項とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 



（経過措置） 

２ 改正後の市川市国民健康保険税条例の規定は、平成２０年度以後の年度分

の国民健康保険税について適用し、平成１９年度分までの国民健康保険税に

ついては、なお従前の例による。 

 

 


